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総務省北海道総合通信局

地域脱炭素に関する令和８年度施策説明会 資料

○  高度無線環境整備推進事業

○  地域社会DX推進パッケージ事業

○ データセンター、海底ケーブル等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業

〇令和8年度総務省所管当初予算（案）の概要
(https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kanbo04_02000258.html)
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高度無線環境整備推進事業

ア 事業主体： 直接補助事業者：自治体、第３セクター、一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

イ 対象地域： 地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯）

ウ 補助対象： 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等

エ 負担割合：
（自治体の場合）

国（※1） （※2）（※3）
１／２

自治体
１／２

【離島】＊

【その他の条件不利地域】

（第３セクター・民間事業者の場合）

国（※1）（※4）（※5）
４／５

【離島】

【その他の条件不利地域】

＊光ファイバ等の維持管理補助は、
収支赤字の1/2（令和８年度まで）

国（※1）（※3） 
４／５

自治体
１／５

（※１）地中化を伴う新規整備の場合、分子に0.5上乗せ
（※２）財政力指数０．５以上の自治体は国庫補助率１／３
（※３）民設移行を前提とした高度化を伴う更新を行う場合３／４（離島）、

１／２（その他条件不利地域）

国（※1） （※6）
３／４

３セク・民間

１／４

（※４）海底ケーブルの敷設を伴わない新規整備の場合、３／４
（※５）高度化を伴う更新を行う場合、３／４、

２／３（海底ケーブルの敷設を伴わない場合）
（※６）高度化を伴う更新の場合、２／３

スマートホーム

イメージ図

農業IoT

無線局
エントランス

（クロージャ等）

高速・大容量無線通信の前提となる光ファイバ（伝送路） コワーキング
スペース

スマートモビリティ教育ＩｏＴ観光ＩｏＴ

３セク・民間

１／５

地域の拠点的地点

通信ビル

• 自治体が実施する新規整備事業については、令和８年７月までの申請を受付

• 5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、条件不利地域において、電気通信事業者（地方公共団体等を含む。）が高速・大
容量無線通信の前提となる光ファイバ等を整備する場合や、地方公共団体が所有する公設設備について、民間事業者や第
３セクターへ譲渡した上で高度化（５G対応等）を図る場合に、その費用の一部を補助する。

•また、離島地域において地方公共団体が光ファイバ等を維持管理する経費に関して、その一部を補助する。

本件お問い合わせ先 情報通信部 情報通信振興課 電話：011-709-2311（内線4714）  メール：chiiki-s@soumu.go.jp



地域社会DX推進パッケージ事業

 人口減少・少子高齢化や経済構造変化等が進行する中、持続可能な地域社会を形成するには、デジタル技
術の実装（地域社会DX）を通じた省力化・地域活性化等による地域社会課題の解決が重要。

 本事業では、地域社会D Xを加速させ、強い地方経済の実現などにも貢献するため、デジ
タル人材 /体制の確保支援、A I ・自動運転等の先進的ソリューションや先進的通信システ
ムの実証支援、地域の通信インフラ等整備の補助等の総合的な施策を通じて、デジタル
実装の好事例を創出するとともに、効果的・効率的な情報発信・共有等を実施することで、
全国における早期実用化を促進。

①デジタル人材／体制の確保支援
1 . 計画策定支援     
2 .推進体制構築支援          
3 . 地域情報化ア ド バ イ ザ ー

衛星通信 や光 電融合技術 を は じ め と す る 新 し い 通 信
技 術 な ど を 活 用 し た 先 進 的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 用 化
に 向 け た 実証

先進的通信シス テ ム活用タイプ
②先進的ソリューションの実用化支援（実証）

地 域 の 通 信 シ ス テ ム を 活 用 し た 、 A I ・ 自 動 運 転
等 の 先進的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実証

A I ・ 自動運転検証タイプ

デ ジ タ ル 技術 を活用 し て 地域課題 の解決 を図 る た め に必要 な通信
イ ン フ ラ な ど の 整備 を支援

③地域のデジタル基盤の整備支援（補助）  

デ ジ タ ル 実装 に必要 と な る地域課題 の整理 、導入 ・ 運用計画 の策定 に対す る専門家に よ る 助言
都道府県 を中心 と し た 持続可能な地域 の D X推進体制の構築 を支援
地域情報化 ア ド バ イ ザ ー に よ る 人材の育成 ・ 供給 を支援

好事例の創出・実用化

（事業主体） 地方自治体、民間企業等
（事業スキーム）   補助事業、実証事業（請負）、調査研究（請負）
（補助対象）  基地局施設、送受信設備、機器購入費等
（補助率）  1/2
（計画年度）         令和６年度～令和９年度

本件お問い合わせ先 情報通信部 情報通信振興課 電話：011-709-2311（内線4716）  メール：chiiki-s@soumu.go.jp



データセンター、海底ケーブル等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業

 AI活用を通じたDXの加速化、成長と脱炭素の同時実現、国土強靭化に向け、電力と通信の効果的な連
携（ワット・ビット連携）による通信インフラの整備のため、データセンターの更なる分散立地や国際海底
ケーブルの多ルート化等に向けた支援を実施。

（事業主体） 民間企業
（事業スキーム）   補助事業
（補助対象）  データセンター、陸揚局、国際海底ケーブル分岐装置・分岐支線等
（補助率）  データセンター、陸揚局等 ： 1/2 又は 2/3 （データセンター補助のうち集積地に支援するものに限る。）

国際海底ケーブル分岐装置・分岐支線等 ： 4/5
（計画年度）         令和3年度～令和12年度

• データセンター等の地方分散
電力と通信の効果的な連携（ワット・ビット連携）により、電
力インフラから見て望ましい地域（脱炭素電力が豊富な地域を
含む）や大規模災害時のデジタルサービスの維持に資する地域
へのデータセンターの誘導を含め、電力と通信インフラを整合
的・計画的に整備し、データセンターの地方分散を推進するた
めの支援を実施。

• 国際海底ケーブルの多ルート化
我が国の地理的な優位性の維持、国際的なデータ流通における
自律性の確保及び国際的なデータ流通のハブとしての機能強化
のため、ワット・ビット連携による通信インフラの整備のうち、
国際海底ケーブルの陸揚局の分散立地や当該陸揚局への分岐支
線の整備に対する支援を実施。

本件お問い合わせ先 情報通信部 電気通信事業課 電話：011-709-2311（内線4703）  メール：jgo-hokkaido@soumu.go.jp
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